
証券コード　6061
平成30年９月10日

株 主 各 位

大阪府茨木市大字佐保193番地の２

株 式 会 社 ユ ニ バ ー サ ル 園 芸 社

代 表 取 締 役 社 長 森 坂  拓 実

第45期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。

　さて、当社第45期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださ

いますようご通知申し上げます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます

のでお手数ながら後記の「株主総会参考書類」をご検討のうえ、同封の議決権行使書

用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成30年９月26日（水曜日）午後５時15

分までに到着するようご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬　　具

記

１．日 時 平成30年９月27日（木曜日）午前10時

２．場 所 大阪府茨木市大字佐保193番地の２

株式会社ユニバーサル園芸社 大阪本社

（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください）

３．目 的 事 項

報 告 事 項 １．第45期（平成29年７月１日から平成30年６月30日まで）事業

報告及び連結計算書類ならびに会計監査人及び監査役会の連

結計算書類監査結果報告の件

２．第45期（平成29年７月１日から平成30年６月30日まで）計算

書類報告の件

決 議 事 項

議　案 剰余金の処分の件
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４．招集にあたっての決定事項

(1) 議案についての賛否を記載する欄に記載のない議決権行使書が提出された場合

においては、賛成の意思表示があったものとして取り扱わせていただきます。

(2) 代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する株主１名に委任する

場合に限られます。その際には代理権を証明する書面が必要となります。

以　　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出

くださいますようお願い申し上げます。また、資源節約のため、本招集ご通知

をご持参いただきますようお願い申し上げます。

◎株主総会参考書類、事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合

は、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.uni-green.co.jp/）に

掲載させていただきます。
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（添付書類）

事 業 報 告

（平成29年７月１日から
平成30年６月30日まで）

１．企業集団の現況に関する事項
(1) 事業の経過及びその成果

　当連結会計年度（平成29年７月１日から平成30年６月30日まで）における我が

国経済は、経済政策等の効果による企業収益や雇用環境の改善を背景に、消費の

持ち直し等により景気は緩やかな回復基調が続いているものの、海外では今後の

米国政策運営や為替相場の変動、アジア諸国の先行きに留意すべき状態が続き、

景気の先行きは不透明な状況で推移しております。

　このような環境のもと、当社グループは主力事業であるグリーン事業において、

レンタルグリーンにおける新規顧客の獲得や販売促進のためのマーケティング活

動に引き続き注力し、経費削減などの収益力強化に係る取り組みを進めてまいり

ました。

　この結果、当連結会計年度における売上高は7,355,876千円（前期比3.3％増）、

営業利益は788,497千円（同5.0％減）、経常利益は808,339千円（同13.2％減）と

なり、親会社株主に帰属する当期純利益は403,616千円（同35.4％減）となりまし

た。

　各セグメントの業績は次のとおりであります。

　なお、各セグメントの業績数値につきましては、セグメント間の内部取引高を

含めて表示しております。

〔グリーン事業〕

　グリーン事業につきましては、国内は引き続き景況感の緩やかな需要回復が進

み、契約数の増加により増収となりましたが、米国子会社のRolling Greens, Inc.

の人材の流出による売上の低迷及びそれに伴う人材確保の費用が引き続き増加し

たこと等により減益となりました。

　以上の結果、当セグメントの売上高は5,367,709千円（前期比4.2％増）、営業

利益は702,039千円（同8.6％減）となりました。売上高営業利益率は、関東エリ

アは21.6％（前期22.7％）、関西エリアは23.5％（同21.2％）、海外エリアは△

7.2％（同1.3％）となりました。
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〔卸売事業〕

　卸売事業につきましては、販売先の拡大等の営業強化に引き続き取り組み、増

収増益となりました。

　以上の結果、当セグメントの売上高は977,996千円（前期比9.0％増）、営業利

益は94,265千円（同49.7％増）となりました。

〔小売事業〕

　小売事業につきましてはthe Farm UNIVERSAL大阪に昨年末PET CAFEをオープン

し、更なる集客に努めましたが、天候不順等により客足が伸びず、引き続き設備

投資の償却負担が回収できなかったこと等によりセグメント損益は損失となって

おります。

　以上の結果、当セグメントの売上高は1,138,205千円（前期比0.2％減）、営業

損失は31,326千円（前期は26,345千円の営業損失）となりました。

(2) 設備投資等の状況

　当連結会計年度における設備投資につきましては、グリーン事業を中心に、主

として事業領域の拡大を目的とした投資を総額282,966千円実施し、その資金は自

己資金を充当いたしました。

(3) 資金調達の状況

　該当事項はありません。

(4) 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況

　当社は、シンガポールにおけるグリーン事業の市場拡大の足掛かりとするため、

平成30年６月29日付で、MIRAGE GREEN（SINGAPORE） Pte. Ltd.の株式の75％を取

得し、子会社化いたしました。

－ 4 －

事業の経過及びその成果、設備投資等の状況、資金調達の状況、他の会社の株式その他の持分又は新株予約権
等の取得又は処分の状況



(5) 対処すべき課題

　園芸市場は、極端な落ち込みは少なく、横ばい傾向の中での推移となっており

ます。その中で、今後の推移に関しては、地球温暖化に伴う個人及び企業の環境

問題への意識の高まりや省エネ志向の高まり、また企業のCSR活動における壁面緑

化や屋上緑化への取り組み等から、当社グループの属する園芸業界への注目も高

まっているといえます。

　このような状況の中、当社グループは、事業の成長及び安定化を図るために顧

客サービスレベルの一層の向上と専門化を図ることで、同業他社との差別化を更

に推し進め、事業規模の拡大を目指しております。また既存事業につきましては、

まず事業基盤の整備を進めてまいり、更に他社との提携による積極的な事業拡大

を目指しております。コーポレート・ガバナンス、内部統制の強化につきまして

は、経営の最重要課題と位置付け、当社グループを取り巻く様々な環境変化に合

わせて行動規範の見直し、実践、定着に努めてまいります。当社グループではこ

れらの課題を改善するために具体的な施策として、以下の事項に取り組んでまい

ります。

①　収益基盤の強化

　当社グループの売上高において、グリーン事業の中のレンタルグリーン売上

が当社ビジネスにおける中核であります。他の事業と比べて当社グループの業

績に与える影響は、事業の拡大とともに構成比は減少しているものの、収益力

の面では大きなものとなっております。また、レンタルグリーン事業よりお客

様から生花や観葉植物、母の日等のギフトや造園等、波及した園芸関連商品の

ニーズをくみ取り、受注をいただくことで、相乗効果による事業の拡大を目指

しております。

　当社グループにとってレンタルグリーン事業以外の壁面緑化や屋上緑化等の

園芸関連商品取扱事業等において、更なる安定的な収益基盤を構築することが

課題であります。新たな収益基盤の確立に向け、グリーンと融合したカフェ等

の小売事業や様々な事業への中期的な投資を図っていく所存であります。

②　人材の確保と育成

　当社グループの事業は機械化できない労働集約型産業であり、園芸の専門分

野において質の高い技量や経験を有し、高度な商品知識をもった人材が不可欠

であると認識しております。現状の景況感の改善から企業の人材確保が難しく

なる傾向が強い中、優秀な人材を継続的に採用し育成することや、サービス要

員としての労働力の確保及び適正な要員配置を行うこと、労働環境を整備し社

員の定着を図ることが、当社グループの成長にとって必要となります。このた

め、当社グループは定期採用を計画的に行うと同時に、中途採用も積極的に行
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い、園芸事業や環境貢献に対する意識の高い人材の採用を行い、社内で独自の

研修及び人事育成制度を運用することで、社員の定着及び業務に取り組む意欲

と能力の向上を図っております。

　今後においても、当社グループの成長を図るべく、人材の確保と育成に努め

てまいります。

③　組織体制・事業基盤の整備

　当社グループの企業価値を安定的に成長させるために、組織体制や事業基盤

を確立することが必要不可欠であると考えております。そのため、今後の更な

る事業拡大に備え、他社との事業提携やＭ＆Ａなどで想定される経済的リスク

や人的リスク、及び海外リスクの回避・低減に必要なコーポレート・ガバナン

ス及び内部統制を適切に整備・運用の見直しを適時行い、組織体制の強化を図

ってまいります。

　また、継続して社内で部門別の損益を把握し、販管費の削減等に取り組むと

ともに、社外の協力機関とも連携を取りながら事業基盤の整備を進めてまいり

ます。
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(6) 財産及び損益の状況の推移

①　企業集団の財産及び損益の状況の推移

区 分
平成26年度
第42期

平成27年度
第43期

平成28年度
第44期

平成29年度
第45期（当期）

売 上 高（千円） 4,012,227 5,846,871 7,118,772 7,355,876

営 業 利 益（千円） 557,043 772,482 829,710 788,497

経 常 利 益（千円） 598,225 741,144 931,463 808,339

親会社株主に帰属する当期純利益（千円） 451,970 494,612 625,216 403,616

１株当たり当期純利益 （円） 94.07 102.94 130.13 84.01

総 資 産（千円） 6,166,059 7,365,193 7,428,505 7,800,209

純 資 産（千円） 5,263,547 5,578,168 6,150,296 6,441,141

１株当たり純資産額 （円） 1,095.48 1,160.98 1,280.08 1,340.11

 （注）当社は、平成27年７月１日付で株式１株につき２株の株式分割を行い、また、平成29年１月１

日付で株式１株につき２株の株式分割を行っております。当該株式分割については、第42期の

期首に株式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産額を算定

しております。

②　当社の財産及び損益の状況の推移

区 分
平成26年度
第42期

平成27年度
第43期

平成28年度
第44期

平成29年度
第45期（当期）

売 上 高（千円） 3,353,776 4,109,493 4,352,213 4,678,627

営 業 利 益（千円） 551,849 686,109 753,524 814,143

経 常 利 益（千円） 594,627 650,536 897,289 837,873

当 期 純 利 益（千円） 364,291 437,134 587,310 586,178

１株当たり当期純利益 （円） 75.82 90.98 122.24 122.00

総 資 産（千円） 5,898,616 7,088,972 7,087,024 7,473,039

純 資 産（千円） 5,134,527 5,499,380 6,002,664 6,492,640

１株当たり純資産額 （円） 1,068.62 1,144.58 1,249.35 1,351.34

 （注）当社は、平成27年７月１日付で株式１株につき２株の株式分割を行い、また、平成29年１月１

日付で株式１株につき２株の株式分割を行っております。当該株式分割については、第42期の

期首に株式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産額を算定

しております。
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(7) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社との関係

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会　社　名 資 本 金 出 資 比 率 主要な事業内容

上海寰球園芸産品租賃有限公司 48,000千円 100.0％ グリーン事業

ビバ工芸株式会社 85,000千円 100.0％ 卸売事業

株式会社花守花の座 10,000千円 100.0％ 小売事業

Rolling Greens, Inc. 50USD 100.0％ グリーン事業

株式会社高島屋植物園 10,000千円 100.0％ 卸売事業

MIRAGE GREEN（SINGAPORE） Pte. Ltd. 100SGD 75.0％
グリーン事業
小売事業

（注）平成30年６月29日付で、MIRAGE GREEN（SINGAPORE） Pte. Ltd.の株式の75％を取得し、連結子

会社化いたしました。

(8) 主要な事業内容

　当社グループは、当社並びに連結子会社７社の合計８社で構成されており、観

葉植物やアートフラワー等の園芸関連商品のレンタル、及び園芸関連商品のギフ

トや店頭を含めた販売を主とした、グリーン事業を主な事業として取り組んでお

ります。

　当社グループの事業はグリーン事業、卸売事業、小売事業に区分され、更にグ

リーン事業は関西エリア、関東エリア、海外エリアに区分しており、その内容は

以下のとおりであります。

事業の名称 概 要

関西エリア
大阪本社・大阪南支店・神戸支店・京滋支店及び名古屋支店を中心と
する関西エリアにおけるレンタルグリーンを主体とする事業

関東エリア
東京東支店・東京西支店・東京北支店・東京南支店及び横浜支店を中
心とする関東エリアにおけるレンタルグリーンを主体とする事業

海外エリア 海外エリアにおけるレンタルグリーンを主体とする事業

グリーン事業 レンタルグリーン事業及び園芸関連商品取扱事業

卸売事業 観葉植物、造花、エクステリア用石材等の卸売事業

小売事業 草花、観葉植物、園芸資材等の販売事業
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(9) 主要な営業所

(当　社)

本 社 大阪府茨木市

支 店

（関西エリア）

堺市美原区、神戸市北区、滋賀県草津市、愛知県稲沢市

（関東エリア）

東京都中央区、同江戸川区、同杉並区、同大田区、埼玉県戸田市、横浜市保土ケ谷区

(連結子会社)

上海寰球園芸産品租賃有限公司 中華人民共和国上海市

ビバ工芸株式会社 東京都大田区

株式会社花守花の座 兵庫県宝塚市

Rolling Greens, Inc. アメリカ合衆国メリーランド州

株式会社高島屋植物園 大阪府豊中市

MIRAGE GREEN（SINGAPORE） Pte Ltd シンガポール共和国ラッフルズ

(10) 従業員の状況

企業集団の従業員の状況

従　業　員　数 前期末比増減

535名 248名増

（注）従業員数が前連結会計年度と比べて増加しましたのは、主に平成30年６月29日付でMIRAGE GREEN

（SINGAPORE） Pte. Ltd.を連結子会社化したためであります。

(11) 主要な借入先

借　入　先 借　入　額

株式会社三菱UFJ銀行 66,676千円
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２．会社の株式に関する事項
(1) 発 行 可 能 株 式 総 数 16,000,000株

(2) 発 行 済 株 式 の 総 数 5,025,000株

(3) 単 元 株 式 数 100株

(4) 株 主 数 4,758名

(5) 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 ％

森 坂 拓 実 694,720 14.5

森 坂 幸 子 594,000 12.4

カ ー ン 　 園 　 子 528,000 11.0

ユニバーサル園芸社社員持株会 494,400 10.3

森 坂 優 子 341,080 7.1

ユ ニ バ ー サ ル 商 事 有 限 会 社 226,600 4.7

大 和 リ ー ス 株 式 会 社 200,000 4.2

株式会社東邦レオホールディングス 140,000 2.9

日 泰 サ ー ビ ス 株 式 会 社 126,000 2.6

岡 山 フ ー ド サ ー ビ ス 株 式 会 社 80,000 1.7

 （注）持株比率は、自己株式（220,422株）を控除して計算しております。
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３．会社役員に関する事項
(1) 取締役及び監査役の氏名等（平成30年６月30日現在）

氏 名 地位及び担当 重 要 な 兼 職 の 状 況

森 坂 拓 実 代表取締役社長

ユニバーサル商事有限会社取締役
上海寰球園芸産品租賃有限公司董事長
株式会社花守花の座代表取締役
Rolling Greens, Inc.会長

安 部 　 豪
取締役副社長
兼管理本部長

ビバ工芸株式会社取締役
株式会社花守花の座取締役
Rolling Greens, Inc.副社長

西 川 道 広
常務取締役
関東事業本部長

ビバ工芸株式会社代表取締役

片 岡 義 雄
取締役
関西事業本部長

株式会社高島屋植物園代表取締役

稲 治 由 之 常勤監査役

上海寰球園芸産品租賃有限公司監事
ビバ工芸株式会社監査役
株式会社花守花の座監査役
株式会社高島屋植物園監査役

井 関 新 吾 監査役

井関公認会計士事務所代表
株式会社井関総合経営センター代表取締役
株式会社山洋監査役
金剛株式会社代表取締役
アサヒ衛陶株式会社取締役

桑 　 章 夫 監査役
桑章夫公認会計士事務所代表
株式会社グルメ杵屋監査役
株式会社アドバンスクリエイト監査役

 （注）1.　監査役井関新吾氏及び桑章夫氏は社外監査役であります。

2.　監査役井関新吾氏及び桑章夫氏は、公認会計士及び税理士の資格を有しており、財務及び

会計に関する相当程度の知見を有しております。

3.　監査役井関新吾氏及び桑章夫氏につきましては、東京証券取引所に対し、独立役員として

届け出ております。

(2) 当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等の額

取締役 ４名 55,672千円

監査役 ３名 6,750千円（うち社外 ２名 2,400千円）
（注）取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
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(3) 社外役員に関する事項

①　当事業年度における主な活動状況及び重要な兼職先と当社との関係

地 位 氏 名 主 な 活 動 状 況 重要な兼職先と当社との関係

監査役 井 関 新 吾

当事業年度に開催された取締役会13回の
うち13回に出席し、監査役会13回のうち
13回に出席いたしました。公認会計士と
しての専門的な見地から、取締役会にお
いて、取締役の意思決定の妥当性・適正
性を確保するための発言を行っておりま
す。また、監査役会において、豊富な経
験と高い見識に基づき適宜、必要な発言
を行っております。

井関公認会計士事務所 代表
株式会社井関総合経営センタ
ー 代表取締役
株式会社山洋 監査役
金剛株式会社 代表取締役
アサヒ衛陶株式会社 取締役
(上記５社と当社との間には、
特別の関係はありません。)

監査役 桑 　 章 夫

当事業年度に開催された取締役会13回の
うち13回に出席し、監査役会13回のうち
13回に出席いたしました。公認会計士と
しての専門的な見地から、取締役会にお
いて、取締役の意思決定の妥当性・適正
性を確保するための発言を行っておりま
す。また、監査役会において、豊富な経
験と高い見識に基づき適宜、必要な発言
を行っております。

桑章夫公認会計士事務所 代表
株式会社グルメ杵屋 監査役
株式会社アドバンスクリエイ
ト 監査役
(上記３社と当社との間には、
特別の関係はありません。)

 （注）書面決議による取締役会の回数は除いております。

②　責任限定契約の概要

　該当事項はありません。
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４．会計監査人の状況
(1) 会計監査人の名称

桜橋監査法人

(2) 責任限定契約の内容の概要

　該当事項はありません。

(3) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 17,000千円

当社及び当社の子会社が会計監査人に支払うべき金銭

その他の財産上の利益の合計額
17,000千円

 

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に

基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんの

で、当該事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

(4) 会計監査人の報酬等に監査役会が同意した理由

　監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務

指針」を踏まえ、監査項目別監査時間及び監査報酬の推移並びに過年度の監査

計画と実績の状況を確認し、当事業年度の監査時間及び報酬額の見積りの妥当

性を検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を

行っております。

(5) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　監査役会は、会社法第340条に定める監査役会による会計監査人の解任のほ

か、会計監査人が職務を適切に遂行することが困難と認められる場合には、株

主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定い

たします。

５．会社の体制及び方針
(1) 業務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の

適正を確保するための体制

　当社は業務の適正性を確保するための体制として、平成21年４月13日、平成

24年１月21日及び平成27年５月16日の取締役会にて、「内部統制システムの整

備に関する基本方針」を以下のとおり定めております。
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①　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制

　役職員一人一人が、社会的責任を自覚するとともに、法令を遵守し、社会倫

理に適合した行動をとることを確保するため、「経営の基本理念」、「経営基

本方針」を制定しております。

　当社は、企業倫理・コンプライアンスの一層の強化を図るため、「コンプラ

イアンス委員会」を設置し、また、通常の報告ルートとは異なる内部通報制度

を整備し、通報者の保護を図るとともに、不正行為の早期発見と是正に努めて

おります。

　また、内部監査室による監査を実施し、関連法規及び社内規則の遵守の徹底

とリスク思考に基づく内部統制の検証を図っております。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　「取締役会」、「経営会議」、その他重要な会議における意思決定に係る情

報、取締役の職務の執行に係わる情報は、法令、定款及び社内規程に定めると

ころにより、文書または電磁的媒体に記録し、適切に保存及び管理しておりま

す。取締役及び監査役はそれらの情報を閲覧できるものとしております。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社は、「リスク管理規程」を制定しております。本規程は、当社及び子会

社のリスクを予防し、またリスクが発生した場合には、迅速かつ的確に対応す

ることにより被害を最小限にくい止め、再発を防止し、企業集団の企業価値を

保全することを目的としております。本規程に基づき、代表取締役社長を委員

長とする「リスク管理委員会」を設置しております。リスク管理委員は、当社

の各事業所のリーダー及び子会社の業務執行の責任者がリスク管理責任者とし

て兼務し、月次の経営会議の中で事故・クレームなどのリスク情報の発信及び

交換並びに是正の検討等のリスク管理を適切に行い、リスク発生の回避に努め、

損失を最小限にくい止めるための対策を講じております。

　当社は、「危機管理マニュアル」を制定し、安全確保及び事業継続面におい

て、非常事態が避けられないと判断した場合は、代表取締役社長を対策本部長

とする「危機管理対策本部」を設置し、損失拡大の防止と企業価値の保全に努

めるものとしております。

　また、監査役及び内部監査部門は、総合リスクマネジメント体制の実効性に

ついて監査を行っております。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　当社は、経営の意思決定・監督機能と業務執行機能を分離する執行役員制度

を導入し、権限と責任を明確にしております。取締役の職務の執行が効率的に

行われることを確保するため、取締役会を月１回定時に開催するほか、必要に

応じて適宜開催する体制を構築しております。
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　また、経営に関する重要事項については、必要に応じて社長の諮問機関であ

る経営会議での検討を経て、取締役会で執行決定を行うものとしており、決定

された業務の執行状況は、担当する取締役が取締役会などにおいて、適宜報告

いたしております。

⑤　当社並びにその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するため

の体制

　当社内部の諸規程を整備するとともに、内部監査による業務監査により当企

業集団の業務全般にわたる業務の関係法令及び社内規程への適法性や効率性並

びに妥当性を検証するとともに、下記イ～ホの体制を構築し、業務の適正を確

保するものとしております。

イ　子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

　当社は子会社がその営業成績、財務状況その他の重要な情報について当社

の月１回開催する「取締役会」で、担当取締役がその状況を報告することと

しており、また、子会社の業務執行に責任ある役職員は、当該子会社の営業

成績、財務状況その他の重要な情報について当社に報告するため、当社の「経

営会議」に定期的に参加することとしております。

ロ　子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社が制定している「リスク管理規程」において、その適用範囲を「当社

グループ企業のすべての役職員に対して適用する」こととしております。ま

た、当該子会社の業務執行の責任者をリスク管理委員として任命し、月次の

経営会議の中で事故・クレームなどのリスク情報の発信及び交換並びに是正

の検討等のリスク管理を適切に行い、リスク発生の回避に努め、損失を最小

限にくい止めるための対策を講ずることとしております。

ハ　子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための

体制

　子会社の自主性及び独立性を尊重しつつ、子会社の事業内容や規模に応じ

て取締役会非設置会社の選択など、子会社の指揮命令系統、権限及び意思決

定その他の組織に関する基準を定め、子会社にこれに準拠した体制を構築し、

また、当企業集団経営の適正かつ効率的な運営に資するため「関係会社管理

規程」に従い、当企業集団全体の内部統制システムの構築を図るものとして

おります。

ニ　子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合すること

を確保するための体制

　子会社においても「倫理規程」及び「倫理行動規範」に基づき、社会的な

要請にこたえる適法かつ公正な事業活動に努める体制を構築させるとともに、

監査役及び内部監査室が連携し子会社の監査を行い、また、当社は子会社に、

法令違反その他コンプライアンスに関する問題の早期発見、是正を図るため
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に設置した「内部通報制度」及び社内の管理本部、内部監査室または通報受

理担当者への通報体制を周知し運用する体制を構築することとしております。

ホ　その他当企業集団における業務体制の適正性を確保するための体制

　当社と子会社間の情報の伝達や業務の有効な範囲において、ITを適切かつ

有効に利用するとともに、当社の監査役及び内部監査室は、子会社の業務の

適正性について調査することとしております。

⑥　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該

使用人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

　監査役の職務を補助する使用人は内部監査室または管理本部に所属する使用

人、子会社においては監査役が指名する者とし、監査役は、必要に応じて同部

門に所属する、または指名する使用人に対して監査業務に必要な事項を命令す

ることができるものといたしております。

　また、監査役から監査業務に必要な命令を受けて監査業務を行う当企業集団

の使用人は、その命令の範囲に属する業務に関して取締役の指揮命令を受けな

いものとし、当該使用人の人事異動、人事考課については監査役会の意見を聴

取し、尊重することとしております。

⑦　当企業集団の取締役及び使用人等が監査役に報告をするための体制その他の

監査役への報告に関する体制

　監査役は取締役会のほか、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握

するため、経営会議等重要な会議または委員会に出席するとともに、主要な稟

議書、その他業務執行に関する重要な文書を閲覧、必要に応じて当企業集団の

取締役、監査役または使用人にその説明を求めることとし、役職員は速やかに

適切な報告を行うこととしております。

　当企業集団の取締役及び使用人等は、監査役に対して、法定の事項に加え全

社的に重大な影響を及ぼす事項、著しい損害を及ぼす恐れのある事実、内部監

査の結果と改善状況、内部通報制度を利用した通報の状況及びその内容、その

他監査役がその職務遂行上報告を受ける必要があると判断した事項について、

速やかに報告、情報提供を行うものとし、その体制を整備しております。

　当社は監査役へ報告を行った当企業集団の役職員に対し、当該報告をしたこ

とを理由として不利益な取り扱いを行うことを禁止し、その旨を当企業集団の

役職員に周知徹底することとしております。

⑧　監査役の職務執行について生じる監査費用の前払いまたは償還の手続きその

他の監査費用の処理に係る方針

　監査役の職務の執行について合理的に生ずる費用の前払いまたは償還、その

他当該職務の執行について生ずる費用または債務を、監査役の請求に基づき速

やかに支払うこととしております。
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⑨　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査役は、必要に応じて、重要な会議に出席することができることとしてお

り、また、監査役は職務の遂行に必要と判断したときは、前項に定めのない事

項においても取締役及び使用人並びに会計監査人に対して報告を求めることが

できることとしております。

⑩　財務報告の信頼性を確保するための体制

　当企業集団の財務報告の信頼性を確保するため、経理規程類を整備するとと

もに、財務報告において不正や誤謬が発生するリスクを管理し、予防及び必要

な内部統制を整備・運用・評価し、不備があれば是正する体制の構築を行うこ

ととしております。

⑪　反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　当企業集団は、グループ行動規範において反社会的行為への関与を禁止し、

社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体に対し一切関与しない

ことを基本方針としております。反社会的勢力及び団体との関係を根絶するた

め、不当要求対応のための社内研修を実施するとともに、管理本部を対応統括

部署として不当要求防止責任者を選任し、不当要求を受けた場合の通報連絡体

制を整備しております。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　当事業年度に実施いたしました当社における業務の適正を確保するための体

制の主な運用状況は以下のとおりであります。

①　コンプライアンス体制について

　企業倫理・コンプライアンスの一層の強化を図るため、「コンプライアンス

委員会」を設置し、原則として３ヵ月に１回、代表取締役社長を委員長として

当該委員会を開催しております。また、通常の報告ルートとは異なる内部通報

制度を整備し、通報者の保護を図るとともに、不正行為の早期発見と是正に努

めております。

②　監査役の職務の執行について

　当社の監査役は、月１回以上、監査役会を定時ないし臨時に開催し、情報交

換を行い、取締役会やその他重要な会議への出席、内部監査室及び会計監査人

と連携しての業務監査を実施いたしました。
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③　内部監査の実施について

　内部監査室が作成した内部監査基本計画に基づき、当社及びグループ各社の

内部監査を実施いたしました。

④　財務報告の体制について

　会計監査人が会社法及び金融商品取引法に基づく会計監査を実施しておりま

す。会計監査人とは、定期的に意見交換、情報共有を行っている他、必要に応

じて内部監査結果等を共有しております。

　（注）本事業報告中の記載金額・株式数は、表示単位未満を切り捨てて表示してお

ります。
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成30年６月30日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
 

（資 産 の
 

部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

有 価 証 券

商 品 及 び 製 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

の れ ん

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

投 資 不 動 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

3,584,739

2,254,264

784,231

100,043

334,656

869

18,448

105,768

△13,543

4,215,469

1,837,053

638,551

95,331

946,274

156,894

854,718

816,056

38,662

1,523,697

165,398

454,101

390,289

518,626

△4,717

 

（負 債 の
 

部）

流 動 負 債 896,570

買 掛 金 237,778

一 年 内 返 済 予 定 長 期 借 入 金 75,197

未 払 法 人 税 等 176,409

そ の 他 407,185

固 定 負 債 462,497

長 期 借 入 金 6,154

退職給付に係る負債 177,959

長 期 未 払 金 217,341

そ の 他 61,041

負 債 合 計 1,359,068
 

（純 資 産 の
 

部）

株 主 資 本 6,531,261

資 本 金 172,770

資 本 剰 余 金 122,488

利 益 剰 余 金 6,389,934

自 己 株 式 △153,931

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 △92,599

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 △327

為 替 換 算 調 整 勘 定 △92,271

非支配株主持分 2,478

純 資 産 合 計 6,441,141

資 産 合 計 7,800,209 負 債 純 資 産 合 計 7,800,209

（注）千円未満の端数は、切り捨てて表示しております。

－ 19 －

連結貸借対照表



連 結 損 益 計 算 書

（平成29年７月１日から
平成30年６月30日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 7,355,876

売 上 原 価 2,734,545

売 上 総 利 益 4,621,330

販売費及び一般管理費 3,832,833

営 業 利 益 788,497

営 業 外 収 益

受 取 利 息 2,845

受 取 配 当 金 248

投 資 不 動 産 賃 貸 料 34,785

そ の 他 12,433 50,313

営 業 外 費 用

支 払 利 息 89

不 動 産 賃 貸 原 価 16,008

為 替 差 損 6,177

そ の 他 8,194 30,470

経 常 利 益 808,339

特 別 損 失

減 損 損 失 9,758 9,758

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 798,581

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 269,838

法 人 税 等 調 整 額 125,127 394,965

当 期 純 利 益 403,616

非支配株主に帰属する当期純利益 －

親会社株主に帰属する当期純利益 403,616

（注）千円未満の端数は、切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（平成29年７月１日から
平成30年６月30日まで）

（単位：千円）
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 172,770 122,488 6,082,410 △153,840 6,223,828

当期変動額

剰余金の配当 △96,092 △96,092

親会社株主に帰属する
当期純利益

403,616 403,616

自己株式の取得 △91 △91

連結子会社の増加によ
る非支配株主持分の増
加

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額）

当期変動額合計 － － 307,523 △91 307,432

当期末残高 172,770 122,488 6,389,934 △153,931 6,531,261

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算調整勘定

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 △308 △73,223 △73,531 － 6,150,296

当期変動額

剰余金の配当 △96,092

親会社株主に帰属する
当期純利益

403,616

自己株式の取得 △91

連結子会社の増加によ
る非支配株主持分の増
加

2,478 2,478

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

△18 △19,048 △19,067 － △19,067

当期変動額合計 △18 △19,048 △19,067 2,478 290,844

当期末残高 △327 △92,271 △92,599 2,478 6,441,141

（注）千円未満の端数は、切り捨てて表示しております。
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連結注記表

(連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等)

１．連結の範囲に関する事項

　すべての子会社を連結しております。

連結子会社の数　　７社

連結子会社の名称　上海寰球園芸産品租賃有限公司

上海香奇园有限公司

ビバ工芸㈱

㈱花守花の座

Rolling Greens, Inc.

㈱高島屋植物園

MIRAGE GREEN（SINGAPORE) Pte. Ltd.

　上記のうち、MIRAGE GREEN（SINGAPORE) Pte. Ltd.は、当連結会計年度において

同社の株式の75％を取得したため、連結の範囲に含めております。なお、同社のみ

なし取得日を平成30年６月30日としているため、当連結会計年度においては貸借対

照表のみを連結しております。

２．持分法の適用に関する事項

　該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社であるビバ工芸㈱の決算日は連結決算日と一致しております。

　上海寰球園芸産品租賃有限公司及び上海香奇园有限公司の決算日は12月31日で

あるため、連結決算日現在で仮決算を行っております。

　また、MIRAGE GREEN （SINGAPORE) Pte. Ltd.の決算日は３月31日、Rolling 

Greens, Inc.の決算日は４月30日、㈱花守花の座及び㈱高島屋植物園の決算日は５

月31日であります。連結計算書類の作成にあたっては、同決算日現在の計算書類を

使用しておりますが、連結決算日との間に生じた重要な取引については連結上必要

な調整を行っております。
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４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

イ．満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）によっております。

ロ．その他有価証券

時価のあるもの

　決算期末日の市場価格等に基づく時価法によっております（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）。

時価のないもの

　移動平均法による原価法によっております。

②　たな卸資産

　評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法

により算定）によっております。

イ．商品及び製品

販売用植物等　　　　主として売価還元法

造花　　　　　　　　総平均法

エクステリア用石材　先入先出法

ロ．原材料及び貯蔵品

主として先入先出法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建

物附属設備は除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び

構築物については、定額法によっております。

　なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。

建物及び構築物　　　３～50年

機械装置及び運搬具　４～15年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内

における利用可能期間（５年）に基づいております。

③　リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　自己所有の固定資産に適用する減価償却と同一の方法を採用しております。
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④　投資不動産

　定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建

物附属設備は除く）については、定額法によっております。

　なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。

建物及び構築物　　　15～39年

⑤　長期前払費用

　均等償却によっております。

(3) 重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

　当社及び国内連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、

退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便

法を適用しております。

(5) 重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

　完成工事高の計上は、当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実

性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは直接作

業時間に基づき算定する方法）を、その他の工事については工事完成基準を適

用しております。

(6) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、

連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場

により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含め

ております。

(7) のれんの償却方法及び償却期間

　５年間又は10年間で均等償却しております。
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(8) その他連結計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

(追加情報)

(法人税率の変更等による影響）

　米国において平成29年12月22日（現地日付）に、平成30年１月１日以降の連邦

法人税率を35％から21％に引き下げることなどを柱とする税制改革法が成立し

ました。これに伴い、当連結会計年度末の米国子会社における繰延税金資産及び

繰延税金負債は、改正後の税率を基礎とした法定実効税率により計算しておりま

す。

　この結果、繰延税金資産の金額が126,695千円減少し、法人税等調整額が

130,722千円増加しております。

(連結貸借対照表に関する注記)

１．有形固定資産の減価償却累計額 1,277,944千円

２．投資不動産の減価償却累計額 116,446千円

(連結株主資本等変動計算書に関する注記)

１．発行済株式の種類及び総数

発行済株式 普通株式 5,025,000株

２．配当に関する事項

①　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成29年９月28日
定時株主総会

普通株式 96,092 20.00 平成29年６月30日 平成29年９月29日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計

年度となるもの

決議予定 株式の種類
配当金総額
(千円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成30年９月27日
定時株主総会

普通株式 96,091 利益剰余金 20.00
平成30年
６月30日

平成30年
９月28日

３．当連結会計年度末の新株予約権の目的となる株式の種類及び数

　該当事項はありません。
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(金融商品に関する注記)

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　余剰資金の運用については、短期運用は預金等、長期運用は安全性の高い金

融資産に限定して運用しております。設備投資やM＆Aのために必要と判断した

場合は主に銀行借入により資金を調達しております。また、投資の判断は安全

性（元金や利子の支払に対する確実性）、流動性（換金の制約や換金の容易性）、

収益性（利息、配当等の収益）を考慮して行っております。デリバティブ取引

については、基本的に外貨建金銭債務の残高の範囲内で、通常の外貨建営業取

引に係る輸入実績を踏まえ利用し、投機的なデリバティブ取引は行わない方針

であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

　外貨建預金は為替の変動リスクにさらされております。営業債権である受取

手形及び売掛金は、顧客の信用リスクにさらされております。有価証券及び投

資有価証券は、有価証券運用管理規程に基づいた範囲で運用している株式や債

券などであり、市場価格の変動リスク及び発行体の信用リスク等にさらされて

おります。

　買掛金は事業活動から生じた営業債務であり、すべて１年以内に支払期日が

到来いたします。借入金は主に設備投資やM＆Aに必要な資金の調達を目的とし

たものであり、金利の変動リスクにさらされております。未払法人税等は、法

人税、住民税及び事業税に係る債務であり、すべて１年以内に納付期日が到来

いたします。長期未払金は主に役員退職慰労金の打切支給に係る債務であり、

各役員の退職時に支給する予定であります。

　デリバティブ取引は、外貨建予定取引の為替の発生のリスクに対するヘッジ

を目的とした為替予約であり、内部規定に基づいて行っております。当該取引

は、為替の変動による為替損失リスク及びデリバティブ取引の取引相手先の信

用リスク等にさらされております。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社グループは、販売管理規程等に従い、営業債権について管理本部が主

要な相手先の状況を定期的にモニタリングし、相手先ごとに期日及び残高を

管理するとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図

る等の方法により、信用リスクを管理しております。

　満期保有目的の債券については、有価証券運用管理規程に基づき一定の格

付け以上のものを投資対象とし信用リスクの軽減を図っております。
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　デリバティブ取引の取引相手先は高格付けを有する金融機関に限定してい

るため、信用リスクはほとんどないと認識しております。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　当社グループは、有価証券や投資有価証券について、定期的に時価や発行

体の財務状況等を把握し、市況を勘案して保有状況を継続的に見直す等の方

法により、市場価格の変動リスクを管理しております。

　外貨建預金については定期的に通貨別の換算額を把握し、継続的にモニタ

リングすることによって管理しております。

　デリバティブ取引については、デリバティブ管理規程に定められた手続き

を経て、実行及び管理を行っております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格のない場合に

は合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変

動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該

価額が変動することもあります。

２．金融商品の時価等に関する事項

　平成30年６月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい

ては、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められ

るものは、次表には含めておりません（（注２）参照）。
（単位：千円）

連結貸借対照表
計上額（＊）

時価（＊） 差額

(1) 現金及び預金 2,254,264 2,254,264 －

(2) 受取手形及び売掛金 784,231 784,231 －

(3) 有価証券及び投資有価証券

満期保有目的の債券 263,085 262,830 （255）

その他有価証券 1,406 1,406 －

(4) 買掛金 （237,778） （237,778） －

(5) 未払法人税等 （176,409） （176,409） －
(6) 長期借入金
（一年内返済予定長期借入金含む）

（81,351） （81,313） 37

(7) 長期未払金 （217,341） （218,503） （1,161）

 （＊）負債に計上されているものについては、（　）で表示しています。
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 （注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

(1) 現金及び預金、並びに(2) 受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっております。

(3) 有価証券及び投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は

取引金融機関から提示された価格によっております。

(4) 買掛金、並びに(5) 未払法人税等

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっております。

(6) 長期借入金（一年内返済予定長期借入金含む）

　時価については、元利金の合計額を同様の新規借入等を行った場合に想定される利率

で割り引いて算定する方法によっております。

(7) 長期未払金

　長期未払金の時価の算定は、一定の期間ごとに区分した債務ごとに、その将来キャッ

シュ・フローを支払期日までの期間及び、信用リスクを加味した利率で割り引いた現在

価値により算定しております。

 （注２）非上場株式（連結貸借対照表計上額950千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フ

ローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、

「(3) 有価証券及び投資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。

(賃貸等不動産に関する注記)

１．賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社では、東京都及び大阪府において、賃貸用のオフィスビル（土地を含む）を

有しております。当連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は

18,777千円（賃貸収益は営業外収益に、賃貸費用は営業外費用に計上）であります。

２．賃貸等不動産の時価に関する事項

　賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額及び連結決算日における時価は以下のとお

りであります。

（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時価

390,289 477,037

 （注）1.　連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

2.　当期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標

等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。
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(１株当たり情報に関する注記)

１．１株当たり純資産額 1,340円11銭

２．１株当たり当期純利益 84円01銭

(企業結合に関する注記)

(取得による企業結合)

１．企業結合の概要

(1) 被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　　MIRAGE GREEN（SINGAPORE） Pte. Ltd.

事業の内容　　　　　植物のホテル等への販売・メンテナンス及び小売

(2) 企業結合を行った主な理由

　当社は、海外における植物のレンタルを中心としたグリーン事業をアメ

リカ、上海で既に展開しておりますが、海外事業のより一層の発展と成長

の加速のため、東南アジア地域の中で特にグローバル化の中心的な役割を

果たすシンガポールは有力な市場ととらえております。シンガポールの

ホテルを中心に植物の販売・メンテナンスをメインとして事業展開する

MIRAGE GREEN（SINGAPORE） Pte. Ltd.を買収し、さらにオフィス向け販

売・メンテナンスへの事業も強化し、成長性の高いシンガポールにおいて

グリーン事業のさらなる市場拡大の足掛かりとするため、MIRAGE GREEN

（SINGAPORE） Pte. Ltd.の発行済株式の75％を平成30年６月29日に取得

し、子会社化いたしました。

(3) 企業結合日

平成30年６月29日（株式取得日）

平成30年６月30日（みなし取得日）

(4) 企業結合の法的形式

株式取得

(5) 結合後企業の名称

結合後企業の名称に変更はありません。

(6) 取得した議決権比率

75％
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(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したためであります。

２．連結計算書類に含まれている被取得企業の業績の期間

　平成30年６月30日をみなし取得日とし、連結貸借対照表のみを連結したた

め、連結損益計算書については、被取得企業の業績を含めておりません。

３．取得した事業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価　　　現金及び預金 3,144千SGドル（253,622千円）

取得原価 3,144千SGドル（253,622千円）

４．主要な取得関連費用の内訳及び金額

アドバイザリー費用等　　8,103千円

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1) 発生したのれんの金額

246,185千円

(2) 発生原因

主として将来の収益予想に基づく超過収益能力であります。

(3) 償却方法及び償却期間

10年間にわたる均等償却

６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 137,027千円

固定資産 55,590千円

資産合計 192,618千円

流動負債 161,300千円

固定負債 21,402千円

負債合計 182,702千円
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７．企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会

計年度の連結損益計算書に及ぼす影響の概算額及びその算定方法

　影響の概算額については、合理的な算定が困難であるため記載しておりませ

ん。

(重要な後発事象に関する注記)

(取得による企業結合)

　当社は、平成30年８月８日開催の取締役会において、株式会社アーキネットが園

芸ネット事業を承継させるために会社分割（新設分割）によって新設する会社（以

下、「園芸ネット株式会社（予定）」といいます。)の発行済株式の100％を取得し

当社の連結子会社とするために、同日、株式会社アーキネットとの間で株式譲渡契

約書を締結することを決議いたしました。

１．企業結合の概要

(1) 被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　　園芸ネット株式会社（予定）

事業の内容　　　　　園芸ネット事業

(2) 企業結合を行う主な理由

　当社は、国内及び海外において植物のレンタルを中心としたグリーン事

業や園芸関連商品の小売事業等を展開している中で、一部ネット通信販売

をしております。今後のインターネットの活用がより人々の生活に身近

となり発展してゆく市場の流れの中、当社の園芸関連商品の業容拡大、成

長のため、園芸におけるネット通信販売において国内では先駆者的な存在

である園芸ネット株式会社（予定）をグループ化することで、当社グルー

プにおける事業の相乗効果、さらなる市場拡大の足掛かりとしてまいりま

す。

(3) 企業結合日

平成30年10月１日（予定）

(4) 企業結合の法的形式

株式取得
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(5) 結合後企業の名称

結合後企業の名称に変更はありません。

(6) 取得する議決権比率

100％

(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得するためであります。

２．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価　　　　現金及び預金 150,000千円（予定）

取得原価 150,000千円（予定）

３．主要な取得関連費用の内訳及び金額

　アドバイザリー費用等　12,500千円（予定）

４．発生するのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

　現時点では確定しておりません。

５．企業結合日に受け入れる資産及び引き受ける負債の額並びにその主な内訳

　現時点では確定しておりません。
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貸 借 対 照 表

（平成30年６月30日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
 

（資 産 の
 

部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

有 価 証 券

商 品

関係会社短期貸付金

前 渡 金

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関係会社長期貸付金

繰 延 税 金 資 産

投 資 不 動 産

破 産 更 生 債 権 等

そ の 他

貸 倒 引 当 金

2,540,827

1,682,508

16,749

429,523

100,043

208,190

19,431

17,761

36,494

13,067

17,686

△630

4,932,212

1,562,667

486,140

106,450

13,393

37,974

57,458

831,274

29,976

32,462

28,899

3,562

3,337,082

164,448

1,600,138

577,611

130,442

390,289

9,989

468,553

△4,389

 

（負 債 の
 

部）

流 動 負 債 565,694

買 掛 金 148,161

一 年 内 返 済 予 定 長 期 借 入 金 66,676

未 払 金 98,630

未 払 費 用 39,639

未 払 法 人 税 等 129,106

未 払 消 費 税 等 42,517

預 り 金 25,248

そ の 他 15,714

固 定 負 債 414,704

退 職 給 付 引 当 金 169,069

長 期 未 払 金 206,754

そ の 他 38,880

負 債 合 計 980,399
 

（純 資 産 の
 

部）

株 主 資 本 6,492,967

資 本 金 172,770

資 本 剰 余 金 122,488

資 本 準 備 金 122,488

利 益 剰 余 金 6,351,640

利 益 準 備 金 12,500

そ の 他 利 益 剰 余 金 6,339,140

繰 越 利 益 剰 余 金 6,339,140

自 己 株 式 △153,931

評価・換算差額等 △327

その他有価証券評価差額金 △327

純 資 産 合 計 6,492,640

資 産 合 計 7,473,039 負 債 純 資 産 合 計 7,473,039

（注）千円未満の端数は、切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（平成29年７月１日から
平成30年６月30日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 4,678,627

売 上 原 価 1,785,011

売 上 総 利 益 2,893,616

販売費及び一般管理費 2,079,472

営 業 利 益 814,143

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 8,346

有 価 証 券 利 息 2,367

投 資 不 動 産 賃 貸 料 34,785

そ の 他 7,913 53,413

営 業 外 費 用

支 払 利 息 89

不 動 産 賃 貸 原 価 16,008

そ の 他 13,586 29,684

経 常 利 益 837,873

特 別 損 失

減 損 損 失 9,758 9,758

税 引 前 当 期 純 利 益 828,114

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 245,468

法 人 税 等 調 整 額 △3,531 241,936

当 期 純 利 益 586,178

（注）千円未満の端数は、切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（平成29年７月１日から
平成30年６月30日まで）

（単位：千円）
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備金

資本剰余金
合計

利益準備金

その他
利益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当期首残高 172,770 122,488 122,488 12,500 5,849,054 5,861,554 △153,840 6,002,972

当期変動額

剰余金の配当 △96,092 △96,092 △96,092

当期純利益 586,178 586,178 586,178

自己株式の取得 △91 △91

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当期変動額合計 － － － － 490,085 490,085 △91 489,994

当期末残高 172,770 122,488 122,488 12,500 6,339,140 6,351,640 △153,931 6,492,967

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証
券評価差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △308 △308 6,002,664

当期変動額

剰余金の配当 △96,092

当期純利益 586,178

自己株式の取得 △91

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

△18 △18 △18

当期変動額合計 △18 △18 489,975

当期末残高 △327 △327 6,492,640

（注）千円未満の端数は、切り捨てて表示しております。
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個別注記表

(重要な会計方針に係る事項に関する注記)

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 満期保有目的の債券

　償却原価法（定額法）によっております。

(2) 子会社株式

　移動平均法による原価法によっております。

(3) その他有価証券

時価のあるもの

　決算期末日の市場価格等に基づく時価法によっております（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）。

時価のないもの

　移動平均法による原価法によっております。

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

　評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法に

より算定）によっております。

商品

販売用植物等　　　　主として売価還元法

エクステリア用石材　先入先出法

３．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

　定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物

附属設備は除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築

物については、定額法によっております。

　なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。

建物 ３～50年

構築物 ５～25年

機械及び装置 ６～15年

車両運搬具 ４～６年

工具、器具及び備品 ３～20年

(2) 無形固定資産

　定額法によっております。なお、償却年数は次のとおりであります。

ソフトウエア（自社利用分）５年（社内における利用可能期間）

のれん　　　　　　　　　　５年
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(3) 投資不動産

　定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物

附属設備は除く）については、定額法によっております。

　なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。

建物 15～39年

構築物 20年

(4) 長期前払費用

　均等償却によっております。

４．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

(2) 退職給付引当金

　退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支

給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

(貸借対照表に関する注記)

１．有形固定資産の減価償却累計額 758,359千円

２．投資不動産の減価償却累計額 116,446千円

３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

（区分表示したものを除く）

短期金銭債権 12,593千円

短期金銭債務 19,910千円
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(損益計算書に関する注記)

関係会社との取引高の総額

営業取引

売上高 1,516千円

仕入高 116,811千円

その他の営業取引 8,056千円

営業取引以外の取引高 9,503千円

(株主資本等変動計算書に関する注記)

自己株式の種類及び株式数に関する事項

普通株式 220,422株

(税効果会計に関する注記)

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

流動資産

未払事業税 8,571千円

貸倒損失 3,267千円

その他 1,228千円

合計 13,067千円

固定資産

長期未払金 63,328千円

退職給付引当金 51,786千円

減価償却超過額 5,528千円

資産除去債務 7,909千円

関係会社出資金評価損 9,189千円

その他 3,380千円

小計 141,121千円

評価性引当額 9,664千円

合計 131,457千円

繰延税金資産合計 144,524千円

繰延税金負債

固定負債

資産除去債務に対応する除却費用 △1,015千円

繰延税金負債合計 △1,015千円

繰延税金資産（負債）の純額 143,509千円
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(関連当事者との取引に関する注記)

子会社及び関連会社等

種類
会社等
の名称

所在地

資本金
または
出資金
(千円)

事業の
内容

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

子会社
ビバ工芸
株式会社

東京都
大田区

85,000千円 卸売事業
(所有)
直接　100.0

役員の兼務､
資金の貸付

貸付金の
回収

12,854

関係会社
短期貸付金

13,191

関係会社
長期貸付金

155,386

貸付金利息
の受取

1,906 ― ―

子会社
Rolling 
Greens, 
Inc.

アメリカ
合衆国
メリーラ
ンド州

50USD
グリーン
事業

(所有)
直接　100.0

役員の兼務､
資金の貸付

貸付金の
貸付

33,162
関係会社
長期貸付金

414,525

貸付金利息
の受取

5,996 未収収益 11,874

※ 取引条件及び取引条件の決定方針等

　上記会社への資金の貸付の貸付金利については、当社の取引先銀行の市場調達

レートを参考に決定しております。

(１株当たり情報に関する注記)

１．１株当たり純資産額 1,351円34銭

２．１株当たり当期純利益 122円00銭
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書
平成30年８月16日

株式会社ユニバーサル園芸社

取締役会　御中
桜橋監査法人

指 定 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 川 﨑 健 一 ㊞

指 定 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 大 西 祐 子 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ユニバーサル園芸社の平成
29年７月１日から平成30年６月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸
借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行っ
た。
連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ
れに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有
効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関
連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法
並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討
することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。
監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、株式会社ユニバーサル園芸社及び連結子会社からなる企業集団の当
該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書
平成30年８月16日

株式会社ユニバーサル園芸社

取締役会　御中

桜橋監査法人

指 定 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 川 﨑 健 一 ㊞

指 定 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 大 西 祐 子 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ユニバーサル園芸社
の平成29年７月１日から平成30年６月30日までの第45期事業年度の計算書類、すなわち、貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書につい
て監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経
営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及
びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般
に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に
計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す
るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計
算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査
法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告書　謄本

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成29年７月１日から平成30年６月30日までの第45期事業年度の取締役の

職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を

作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結

果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況につい

て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担

等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び

監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況に

ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び

主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社につい

ては、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて

子会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保

するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保

するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制

の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部

統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について

定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検

証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応

じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを

確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品

質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知

を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並び

に連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結

注記表）について検討いたしました。

－ 42 －

監査役会の監査報告



２．監査の結果

（1）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示してい

るものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実

は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該

内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、

指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人桜橋監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果

会計監査人桜橋監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　　　　　平成30年８月18日

株式会社ユニバーサル園芸社　監査役会

常勤監査役 稲 治 由 之 ㊞

社外監査役 井 関 新 吾 ㊞

社外監査役 桑 　 章 夫 ㊞

以　上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

議案　剰余金の処分の件

　剰余金の処分は以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

　当社は、企業価値の向上による株主利益の向上を目指し、経営基盤の拡充と成

長力の維持・強化の源泉である株主資本の充実を図る一方、長期にわたり安定し、

かつ業績を反映した利益還元を行っていくことを基本方針としております。

　これにより、第45期期末配当につきましては、以下のとおりといたしたいと存

じます。

(1) 配当財産の種類

金銭

(2) 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金 20円　　総額 96,091,560円

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

平成30年９月28日

以　上

－ 44 －

剰余金処分議案



メ　　モ

メモ



メ　　モ

メモ



株主総会会場ご案内図

株式会社ユニバーサル園芸社 大阪本社
亀岡方面 「馬場」
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【公共交通機関でお越しの方】
・最寄駅　大阪モノレール彩都線「彩都西駅」（会場まで徒歩で約20分を要します）

※当日は大阪モノレール彩都西駅から送迎車を運行いたしますのでご利用ください。
・阪急茨木市駅、JR茨木駅より阪急バス「忍頂寺線 81・181系統」「馬場」下車徒歩１分、

北大阪急行千里中央駅より阪急バス７番のりば「北大阪ネオポリス線 23系統」「馬場」下車徒歩１分、
大阪モノレール彩都西駅より阪急バス「北大阪ネオポリス線 23系統」「馬場」下車徒歩１分。
※便数が少ないため、予め乗り継ぎ、時刻等ご確認のうえ、お越しください。

【お車でお越しの方】当社施設内の来客駐車場をご利用ください。

地図


